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 少子化が進むわが国において、核家族化や地域とのつながりの希薄化等により、子ども・

子育てをめぐる環境は厳しく、子育てに不安を感じる家庭は少なくありません。 

 町では、多くの住民が子育てに関心を持ち、地域の絆を深められるよう、子育て支援と

子育て環境の整備を進めています。 

 ひとり親家庭は、離婚や未婚での出産、転入などにより増加傾向にあります。生活の安

定と自立促進を図るため、町では相談の体制を整備し、就労支援や育児負担の軽減のため

の支援体制の強化に努めています。 

児童虐待は、核家族化や地域コミュニティの希薄化などにより、孤立した子育て環境も

要因となっています。育児不安や育児に負担を感じている保護者が、増加していることか

ら、町においては、妊娠中から相談しやすい環境を整備するため保健部門と連携し、支援

を受けやすい体制づくりを進めています。 

また、子どもを守る地域ネットワーク協議会では、関係機関との連携強化を進め、妊娠・

出産・育児の記録のデータベース化を推進し、妊娠中から切れ目のない子育て支援の実現

に努めています。 

 

 

 

子どもは未来を創る社会の宝であり、安心して子どもを生み、育てることのできる社会

の実現は、地域全体で取り組まなければならない重要課題の一つです。 

子育てしやすい環境、子ども連れでも楽しめる場所づくりに取り組むことが求められて

おり、地域社会のなかで、安心して子育てができるよう、児童館や子育て支援センターの

施策を推進することが望まれています。 

また、ファミリーサポート事業※など地域が協力して子育て家庭を支援できる事業の充

実を図り、ボランティアなどとの協働による子育て支援体制を推進させていくことが求め

られています。 

さらに、行政間や関係機関の連携を強化しながら、身近な地域での子育て力を積極的に

活用することも重要な課題となっています。 

「すべての子どもが生命と人権が尊重され、幸せに育つ権利がある」（国連・児童権利宣

言等より）という意識を住民のすべてがもち、虐待のないまちづくりをめざすことが望ま

れます。児童虐待の要支援、要保護児童に関しては、相談事業の充実と児童虐待対応マニ

ュアルにより対応していく必要があります。 

 

 

 

 

１） 子ども・子育て支援 

１ 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

※ファミリーサポート事業：地域において育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、育児に 
ついて助け合う会員組織 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 地域ぐるみの子育て環境の充実【こども支援課】  重点プロジェクト     

地域全体が子育てに関心を持ち、地域ぐるみで子育てに参加していく体制づくりを進め

ます。これにより、親の育児負担の軽減や地域交流をとおして親の育児力を高め、子ども

にとってより良い養育環境の整備を図ります。 

② 子育て支援センターの充実 【こども支援課】  

親の保育に対する多様な要望に対し、相談・情報・サービスの提供を充実させ、総合的

な支援拠点として子育て支援センターの機能を充実させます。 

③ ファミリーサポート事業の充実【こども支援課】  

仕事と子育ての両立や子育ての孤立に悩んでいる家庭に対して、子育て支援サービスの

提供に努めます。サービスの提供にあたっては、子育て経験を活かせる相互援助活動によ

る協力体制を整備します。 

④ ひとり親家庭への支援の充実【こども支援課】  

ひとり親家庭の就労支援や育児負担の軽減を図るため、ファミリーサポートセンター、

緊急サポートセンター利用料を助成します。また、相談体制の充実、学習支援、サロンな

どさまざまな支援をとおして、生活の安定と就業や自立を促進します。  

⑤ 児童相談事業の充実と児童虐待防止【こども支援課】  

 専門職の配置により児童相談事業の充実を図り、妊娠・出産・育児の記録のデータベー

ス化を進め、妊娠中から切れ目のない子育て支援を図ります。 

また、子どもを守る地域ネットワーク協議会と関係する機関との連携を強化し、児童虐

待防止に努めます。 

⑥ 児童館における乳幼児親子支援【こども支援課】  

乳幼児をもつ親子が、安心して楽しく遊べる場所として、児童館の役割を充実させると

ともに、集団遊びの場を設けることにより親同士の交流や子育てにおける情報交換の機会

を提供します。 
 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 26年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

地域子育て支援拠点事業延べ利用親子数 9,100 人 11,000 人  

ファミリーサポートセンター事業年間活動件数 2,927 件 3,100 件  

ファミリーサポートセンター利用料助成制度利用者数 9 人 31 人  

 

  

計画名 計画期間 

子ども・子育て支援事業計画 平成 27 年度～平成 31 年度 

今後の施策 
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 共働き家庭や核家族の増加に伴い、子育てと仕事の両立の困難さや病気などによる育児

力の低下、子育てに関する知識を高めるための情報不足などにより、子育てに対して不安

を持つ家庭が増加しています。 

 町の保育施設は、公立の保育所が２か所、民間の保育園が３か所の合計５か所と、その

他に子育て支援事業を行う子育て支援センターや障害児通所支援施設(児童発達支援)であ

る「みどり学園」があります。みどり学園では、子どもの状況に応じた療育を行い、第３

保育所との交流保育にあわせて年長児が他の保育園等との交流保育を実施しています。 

 放課後児童クラブ（学童保育施設）は、小学校の敷地内に７か所あり、放課後留守家庭

の児童の健全育成を目的に、小学校６年生までを対象に保育ニーズに応えてきました。 

 児童館は、藤久保・北永井・竹間沢の３か所に設置し、地域の子どもたちの居場所とし

て機能しています。 

 

 

保育所については、今後、入所する児童だけでなく、子育てに関する支援サービスの拠

点として保育所の多機能化を図っていくことが課題となっています。また、待機児童を解

消するために地域の需要を把握し、保育所として民間事業者を活用していくことも必要で

す。さらに、保育を必要とする家庭の保護者の就労状況や子育て環境の実態を把握し、延

長保育に留まらず休日保育、一時保育、病児・病後児保育、緊急保育などに取り組むこと

が求められています。そして、保育所に関して培われてきた知識や経験、子育てに関する

新情報を保護者や地域に向けて発信し、子育ての不安をできるだけ少なくすることも必要

です。 

放課後児童クラブ（学童保育室）については、入室希望者は年々増加しており、分室化

や新設など適正な整備を行う必要があります。また、充実した放課後生活をおくることが

できるよう専門の支援員を適切に配置し質の向上を図ることが必要です。さらに支援員の

高齢化といった課題もありますが、今後は学校での放課後児童学習支援の実施により放課

後児童総合プランとして連携実施が望まれます。 

 児童館は、子育て世代の親同士の交流や情報交換が積極的に行われる場となるよう、親

子遊びなどを充実させ、乳幼児のいる家庭が安心して楽しめる場としての役割の充実や指

導員の育成が課題となっています。 

 

  

2) 保育サービス 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 保育所多機能化の推進 【こども支援課】  重点プロジェクト  

保育所に入所する児童だけにとどまらず、子育てに関する支援サービスの場所として保

育所の運営を検討します。それにより子育てに対して不安や疑問をもつ保護者に対する相

談窓口としての機能や、子育てをしている保護者の交流拠点として機能の充実を図ります。 

 

② 保育施設の充実 【こども支援課】  重点プロジェクト  

地域における保育需要を把握し、民間活用による保育施設の開設を検討し、入所児童の

見込みに見合った適切な施設の整備に努めます。 

 

③ 多様な保育サービスの充実【こども支援課】  重点プロジェクト  

保育の必要性のある家庭の要望や実態を把握した上で、公・民保育施設が連携し、待機

児童解消に向けて延長保育をはじめとする保育サービスの充実を図ります。 

 

④ 放課後児童クラブ（学童保育室）の整備【こども支援課】  重点プロジェクト  

放課後留守家庭の児童の健全な育成を図り保育ニーズに応えるため、放課後児童クラブ

（学童保育室）の整備と質の向上に努めます。また、利用者の増加に対応するため、必要

に応じて分割や新設を図り、支援員の適正配置を実施します。さらに、民間活力の導入を

検討します。 

 

⑤ 児童館活動の展開【こども支援課】  

地域と児童館が協力的な関係をつくり、子どもの居場所として安全安心に過ごせる環境

づくりに努めます。また、子どもたちが健やかに育つよう豊かで幅広い児童館活動を展開

します。 

 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 27年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

保育所待機児童数 6 人 0 人 0 人 

認可保育所の受け入れ人数 605 人 698 人  

学童保育室定員確保数 331 人 411 人  

  

計画名 計画期間 

子ども・子育て支援事業計画 平成 27 年度～平成 31 年度 

今後の施策 
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健康は、単に病気がないということではなく、毎日を自分らしくいきいきと暮らすため

の大切な財産です。そして健康であるということは、住民一人ひとりの願いでもあります。 

このようなことから、町では保健師・管理栄養士等の専門職の配置により、母子保健対

策、生活習慣病対策、食育の推進、感染症対策等を実施してきました。 

母子保健対策では、妊娠中からの健診体制の整備、出生後の家庭訪問の強化、乳幼児健

診・育児相談の充実をしてきました。生活習慣病対策では、健康診断やがん検診などの健

（検）診体制の整備、健康相談・健康教育の充実により、住民一人ひとりが健康状態を知

り、生活習慣を改善する取組を推進してきました。 

感染症対策では、乳幼児予防接種をはじめ、高齢者インフルエンザや高齢者肺炎球菌の

ワクチン接種を推進することで、病気に対する抵抗力（免疫）を高め、病気の予防を推奨

してきました。さらに医師会や埼玉県の協力を得ながら夜間や休日に感染症に罹患しても、

休日急患診療所や小児時間外救急診療所など、地域医療の充実を推進してきました。 

しかし、がんや循環器疾患などの非感染性疾患は増え続けています。これは急速に進展

する高齢化社会の到来、健康に影響を与える要因が複雑かつ多様化したことによると考え

られています。 

疾患の予防には、毎日の食生活や運動習慣の確立、喫煙などを見直すことにより、予防

可能であることが明らかとなっていますが、生活習慣の改善には個人差があり「健康格差」

が明らかとなってきました。 

 

 

健康づくりを幅広い領域からのアプローチ※に加え、個人へのサポートとして生活習慣

病の発症予防・重症化予防することで、住民一人ひとりが健康で安心して暮らせるまちづ

くりの実現をめざしていく必要があります。 

また、医師会や周辺自治体の連携により地域医療をさらに充実させていくことも求めら

れます。 

さらに、妊産婦や乳幼児の健診や相談支援の充実、疾病や感染症の予防への対策の充実

などにも取り組んでいく必要があります。 

充実した日々を送る上で基礎となる「食」については、地域、家庭、そして一人ひとり

に浸透させていくため、食育推進活動を充実させていくことが課題となっています。 

  

３） 健康増進・保健医療 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

※アプローチ：対象や目標に近づくこと。 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 総合的な健康づくり推進体制の充実 【健康増進課】  重点プロジェクト   
生活習慣病等の重症化を予防し健康長寿社会を実現するため、住民が自らの健康状態を

自覚し自主的な取組を継続的に行うことができるよう働きかけやアドバイスを継続的に行

っていきます。これにより、医療費の適正化につなげていきます。 

また、健康づくり推進会議において、行政、住民、地域団体及び事業者が一緒に健康で

いきいきと暮らせる仕組みづくりに取り組みます。 

 
② 地域医療の充実【健康増進課】  

地域の医療環境を保つため、東入間医師会の協力による休日急患診療・小児時間外救急

診療の充実と周辺自治体との連携による緊急医療の体制強化に努めます。 

 
③ 母子保健対策の充実【健康増進課】  

妊産婦や乳幼児の健診の実施、専門職による相談支援の充実、子どもの育てにくさを感

じる親に寄り添う支援等を充実させるため、関係機関などとの連携体制を強化します。 

 
④ 疾病や感染症発症の予防促進 【健康増進課】 

がんや循環器疾患など、各種健（検）診の受診促進に努め、疾病の発生予防と重症化予

防を重視した対策を推進します。また、感染症については、発生及び蔓延を予防するため

の対策を充実させます。予防接種については、安全安心に接種するために個別接種方式で

実施し、対象者の接種率を上げるために周知を行います。 

 
⑤ 相談支援体制の充実 【健康増進課】  

保健師、管理栄養士などの専門職員の配置を促進し、住民サービス提供体制の充実強化

に努めます。 

 
⑥ 食育の推進 【健康増進課】  重点プロジェクト  

食育が地域、家庭、そして一人ひとりへと浸透するよう、乳幼児期からの食育推進活動

の支援を充実します。 

 

●関連計画 

 
●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 26年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

大腸がん検診の受診率 34.9％ 37％ 40％ 

乳幼児健診受診率 92％ 95％  

健康長寿プロジェクト参加者数 － 2,000 人 － 

 

計画名 計画期間 

健康づくり推進計画 平成 29 年度～平成 33 年度 

第２次食育推進計画 平成 26 年度～平成 30 年度 

子ども・子育て支援事業計画 平成 27 年度～平成 41 年度 

今後の施策 
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町における平成２６年度（2015）の高齢化率は、２６％（前年２４．９％）となってお

り、高齢化が進行しています。今後、高齢化がますます進むことに伴い、高齢者の単独世

帯や夫婦のみの世帯、認知症高齢者も増加することが予想されます。団塊の世代が７５歳

以上となる平成３７年（2025）を見据えて、地域の実情にあった地域包括ケアシステム※

の構築をめざす必要があります。 

そのため、町では在宅医療・介護連携の充実や地域ケア会議の推進、総合的な認知症施

策の強化、生活支援・介護予防サービスを重点的に進め、地域のみんなが高齢者とともに

暖かい心で暮らせるまちづくりに努めています。 

地域包括支援センターは、高齢者を保健・医療・福祉の観点から包括的に支援すること

を目的とし、地域の高齢者の総合相談、権利擁護、地域の支援体制づくり、介護予防事業

等を行っています。また、新たに在宅医療・介護連携、認知症施策、地域ケア会議、生活

支援サービスの体制整備が包括的支援事業として行われます。 

認知症の現状においては、要支援・要介護者の認定者のうち２人に１人になんらかの認

知症状があり、認知症高齢者は増加傾向にあります。 

近年認知症への関心が高まっていますが、さまざまな誤解や偏見なども存在します。そ

のため、認知症サポーター養成講座を行い、認知症に対する正しい理解を広める取組を実

施しています。 

 

 

介護サービスの利用者は今後も増加することが予想されます。より効率的で地元に密着

した質の高いサービスを提供できるよう、地域の社会資源のバランスを考慮した介護サー

ビスの基盤整備が必要となっています。 

要支援者には、介護予防訪問介護などのサービスに加えて、住民が主体となった生活支

援サービスが行われるなど多様なサービスを展開していくことが求められているため、介

護予防・日常生活支援総合事業を推進していくことが必要です。 

地域包括支援センターは、事業を推進する上で中核的な機関であり、体制強化を図るこ

とが必要となっています。 

今後、さらに認知症高齢者にやさしい地域づくりを展開していくため、地域の実情に応

じた認知症施策を推進していく必要があります。また、判断能力の衰えた高齢者が財産管

理などを自分で行うことが困難となり、悪徳商法や振り込め詐欺などに遭う経済的被害や、

高齢者に対する虐待が増加傾向にあります。そのため、地域包括支援センターが中心とな

り高齢者の被害防止を進める必要があります。 

 
※地域包括ケアシステム：  高齢者が重度の要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを 

人生の最後まで続けることができるよう医療、介護、予防、住まい、生活支 
援が包括的に確保される体制 

 

 

４） 介護保険・介護予防 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 介護サービスの充実【健康増進課】  

居宅介護サービスは、要支援・要介護者の増加に対応するため、利用者の希望や心身の

状況に応じたサービス内容の充実に努めます。また、施設サービスは、安定的にサービス

の提供ができるよう、町内の既存施設の増床などを視野に入れ環境整備に努めます。 

 

② 介護予防・日常生活支援の推進【健康増進課】  

介護予防・生活支援サービスは、要支援者などの多様な生活支援のニーズに対応するた

め、訪問・通所介護サービスに加え、住民主体の支援等、多様なサービスを展開します。 

また、一般介護予防は、「いもっこ体操」の継続等により介護予防、啓発、地域介護予防

など、地域住民により自主的かつ日常的に実施できるよう支援します。 

 

③ 地域包括支援センターの機能強化【健康増進課】  

地域包括支援センターは、現在の直営１か所を基幹型とし、委託により新たに２か所設

置し、包括的支援事業の充実を図ります。 

 

④ 認知症施策と在宅医療・介護連携の推進【健康増進課】  

認知症サポーターの養成、認知症地域見守りネットワークの構築、認知症ケアパス※の

作成などにより認知症施策を推進します。また、医療と介護の両方を必要とする状態の高

齢者が、住み慣れた地域で最後まで生活できるよう在宅医療と介護の連携施策を推進しま

す。 

 

⑤ 高齢者の権利擁護の推進【健康増進課】 

認知症高齢者の増加に伴い、判断能力の衰えた高齢者の権利や財産を守るため、親族が

いない高齢者に対し成年後見制度の相談や支援を行います。 

また、高齢者に対する虐待については、関係機関と連携を図り虐待防止に努めます。  

 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 27年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

地域包括支援センター数 １か所 ３か所  

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） １か所 ２か所  

定期巡回・随時対応型訪問介護 ― １か所  

小規模多機能型共同生活介護 ― １か所  

 

 

 

 

計画名 計画期間 

第６期介護保険事業計画 平成 27 年度～平成 29 年度 

今後の施策 

※認知症ケアパス：認知症の人と家族及び地域・医療・介護の人々が目標を共有し、それを達成するため
の連携の仕組み。 
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高齢者の増加率 

（平成 27年度高齢者福祉計画より） 

 

 

 

 

 

 

 

町では高齢者の視点に立った社会づくりや地域づくりを進めるため、「高齢ゆえの不便」

を少しでも解消できるよう実態把握を蓄積し、行政や地域の活動に活かせる情報提供に努

めています。また、生活実態の把握や安否確認が難しい高齢者やこれから高齢者となる人

などにも支援がいきわたるよう、「地域の目」で見守り、さまざまな場面で行われている地

域活動などに参加できる工夫や、高齢者が参加しやすく、ともに楽しみ、支え合う仕組み

づくりを検討しています。 

 

 

今後、ますます進行する少子高齢化の問題や高齢者が生活しやすい町にしていくために、

高齢者にやさしいまちづくりを推進していく必要があります。 

みよしふれあいセンターが、町内に居住する高齢者が健康で明るく過ごせるよう健康の

増進や仲間づくり、レクリエーションを楽しんでいただく施設です。今後も当施設が高齢

者のいきがい対策の拠点として新たな事業を展開できるよう検討を進める必要があります。 

地域福祉の視点では、コミュニティの担い手が高齢化していることに伴い、後継者や次

の担い手が見つからないこと、ケアマネージャ※などとの連携強化が課題となっています。

しかし、社会福祉協議会の小地域福祉活動などの充実や高齢者などを地域で見守る体制は

確立されつつあります。今後は、ボランティア活動や地域活動を行う拠点づくりや、災害

時の避難行動要支援者などの対応や支援など、安定した福祉活動が行えるよう整備を進め

る必要があります。 

 また、生活困窮者については、相談内容を通じて関係機関と連携を図りながら、生活の

自立に向けた適切な支援の充実が望まれます。 

 

 

 

  

５） 高齢者福祉・地域福祉 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

※ケアマネージャ：介護支援専門員。介護保険制度においてケアマネジメントを実施する有資格者のこと。
要支援・要介護認定をうけた人からの相談を受け、介護サービスの給付計画を作成し、
他の介護サービス事業者との連絡、調整等の取りまとめを行う者 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 高齢者にやさしいまちづくりの推進【福祉課】  

高齢者の「健康年齢」を上げ、いきいきとくらし、安全安心に活動や活躍できるよう、

各団体と連携し、生活実態等を把握しながら、高齢者にやさしいまちづくりを推進します。 

 

② ふれあいセンターの新たな事業展開 【福祉課】  

耐震補強が必要となったふれあいセンターの今後の事業展開について検討を重ね、高齢

者のいきがい対策の拠点としてサービスが提供できるようになることをめざします。 

また、高齢者が参加しやすく、ともに楽しみ、支え合う仕組みを検討します。 

 

③ 地域福祉の充実【福祉課】  

ボランティア活動や小地域福祉活動など、住民の福祉向上に取り組む団体との協働や活

動拠点の整備、活動支援に努めます。また、生活困窮者の自立支援を図ります。 

 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 26年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

老人クラブ連合会会員数 820 人 900 人 980 人 

緊急時連絡システム設置台数 299 台 350 台 400 台 
 

 

■老人クラブ連合会グラウンドゴルフ大会 

 

  

計画名 計画期間 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 平成 28 年度～平成 32 年度 

高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画 平成 27 年度～平成 29 年度 

今後の施策 
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町の障がい者数は各障がいともに年々緩やかに増加する傾向が続いています。 

こうした状況のなか、町では相談体制の強化や障がい福祉サービスの利用促進等に取り

組んできました。 

障がい児支援については、障がい児の親や関係機関などと連携し、現状や課題を整理し、

必要な対応を行っています。 

安全安心という観点では、バリアフリーの推進に取り組むとともに災害時や緊急時の情

報保障の充実や要援護者の支援体制づくりに取り組んでいます。 

就労に関しては、町障がい者就労支援センターが中心となり関係機関と連携しながら支

援に取り組んできました。 

 

 

 

現在、障がい者の生活支援サービスの充実に取り組んでいるところですが、今後も継続

して実施するとともに、難病患者への支援や、障がいのある高齢者に対する計画相談体制

の整備が必要になります。 

障がい児支援については、今後も切れ目のない療育支援体制の構築が課題となっており、

関係機関とのネットワークを基礎に計画相談を含めた相談支援のさらなる強化が必要です。

また、保護者の就労支援の観点も重要であり、障がい児も利用できる学童保育の充実や放

課後等デイサービス、短期入所、日中一時支援など、子どもが安定して過ごせる居場所づ

くりも地域での課題となっています。 

安全安心という観点では、今後も継続的に公共施設や歩道などの整備を進めるとともに、

災害時や緊急時に目で見える文字情報の提供や視覚障がい者への音声情報の提供などの情

報のバリアフリー化が課題となっています。 

就労に関しては、障がい者雇用の働きかけの強化や実習の場の確保・拡大など国・県の

施策と連携していくとともに、職場開拓、各事業所とのネットワークづくりなどが課題と

なっています。また、平成２６年度（2014）から開始している「あいサポート運動」※を

役場内各部署はもちろん、学校や町内企業などに対して積極的に展開していく必要があり

ます。 

今後は障害者差別解消法が施行されることを受け、法で定める合理的配慮への町として

必要な取組を行うとともに、関係機関や企業等とも連携し、障がい者への差別解消に向け

た取組を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

６） 障がい者福祉 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

※あいサポート運動：障がいがある人もない人もくらしやすい「地域社会（共生社会）」を住民と一緒に
作っていく運動 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 情報・相談・権利擁護の充実【福祉課】   

障がい特性に配慮した情報提供や相談しやすい窓口の整備、障がい者の差別解消に向け

た取組を強化します。 

 

② 生活支援サービスと保健・医療体制の充実【福祉課】   

生活支援サービスの質の向上とともに、グループホームや通所施設などの生活基盤の整

備に努めます。 

また、母子保健や精神保健福祉、緊急時の医療体制やリハビリテーション※支援などに

取り組みます。 

 

③ 障がい児支援の充実【福祉課】   

障がい児の幼稚園、保育園、学校教育の卒業後、それぞれの段階をつなぎ、切れ目なく

支援を受けられる体制を充実します。 

 

④ 安全安心な生活環境の整備【福祉課】   

建物、道路、情報のバリアフリー化とともに災害時の避難支援の取組を進めます。 

 

⑤ 社会参加と地域福祉の推進【福祉課】  

社会参加活動や雇用・就労支援など、主体的活動の充実を図ります。 

また、「あいサポート運動」を中心に、心のバリアフリーや当事者の参画促進など、人と

人とのつながりづくりの促進に努めます。 

 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 27年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

あいサポーター数 429 人 525 人 621 人 

生活サポート事業登録者数 52 人 65 人 70 人 

 

  

計画名 計画期間 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 平成 28 年度～平成 32 年度 

障がい者福祉計画・第４期障がい福祉計画 平成 27 年度～平成 29 年度 

今後の施策 

※リハビリテーション：病気や怪我などによって障がいを負った人が、自立した元通りの生活もしくは元通
りの状態に近い生活を送るための訓練・治療を行うもの 
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国民健康保険では、被保険者の疾病・負傷・出産・死亡に対して必要な保険給付を行い、

被保険者の健康を支えています。 

国民健康保険事業は、少子高齢化や後期高齢者医療制度の導入などにより被保険者数が

減少している一方で、医療の高度化などにより１人あたりの医療費が増加しており、厳し

い財政状況に陥っています。 

また、高齢化の進展による後期高齢者医療制度においては、被保険者数の増加に伴い医

療費も増加しています。一方で、低所得者に対する保険料軽減世帯も増加し、財政負担も

増しています。 

国民年金は、老後や不測の事態に生活の安定を図る目的でつくられた公的年金制度で、

老齢年金や障がい年金、遺族年金などの給付を行っています。 

 

 

国民健康保険事業については、平成３０年度（2018）からは町と県が共同保険者となる

ため、町としては特定健康診査受診率の向上や生活習慣病の重症化予防の促進、保険税の

収納率の向上などを図るとともに、県との連携強化を進める必要があります。 

後期高齢者医療制度については、後期高齢者医療保険料の収納率を向上させるとともに、

後期高齢者医療広域連合などとの連携を強め疾病予防を促進させていくことが課題となっ

ています。 

国民年金については、学生や低所得者に対して、保険料の納付特例、免除や猶予などの

制度もありますが、未納や未加入者をなくしていくために、年金制度の趣旨や制度内容に

ついて一層の周知徹底を図る必要があります。 

 

 

 

 

７） 保険・年金 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

262,110  

278,458  278,772  

298,863  301,975  

307,896  

230,000

240,000

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

１人当たりの費用額の推移（国民健康保険） （円） 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 疾病予防と健康増進【住民課】   

国民健康保険及び後期高齢者医療制度の加入資格者を対象に人間ドック・脳ドックの検

査料補助、特定健康診査を実施し、病気の早期発見や予防と健康増進を図ります。また、

生活習慣病の重症化予防事業などを促進させるとともに、データヘルス計画※において、

細分化されたデータを元に対象を絞り込んだ疾病予防に取り組みます。 

 

② 財政の健全化と安定的な運営【住民課】 ・緊急重点プロジェクト・ 

平成３０年度（2018）からの国民健康保険の広域化に伴い、国民健康保険税率等の定期

的な見直し、ジェネリック医薬品※利用の普及促進、データヘルス計画での医療費分析に

よる重複受診の予防等、医療費の適正化により国民健康保険財政の健全化を図ります。 

 

③ 国民年金制度の周知啓発【住民課】 

老後の生活保障としてますます重要となる国民年金制度の趣旨や制度内容を周知すると

ともに、年金制度への加入促進に努めます。 

 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 26年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

一般会計法定外繰入金 233,650 千円   

特定健康診査受診率 42.2％ 50％ 60％ 

 

 

 

 

  

 

 

 

計画名 計画期間 

国民健康保険特定健康診査等実施計画（第２期） 平成 25 年度～平成 29 年度 

データヘルス計画 平成 28 年度策定予定  

※データヘルス計画 ： 特定健康診査や診療報酬明細書などから得られるデータの分析に基づいて実

施する、効率のよい保険事業 

※ジェネリック医薬品： 後発医薬品。これまで有効性や安全性が実証されてきた新薬と同等と認められ

た低価格な薬 

■ジェネリック医薬品 

今後の施策 
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少子化、人口減少社会に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正

し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して将来にわたって活力ある日本社会を維持し

ていくため、国は、まち・ひと・しごと創生法を平成２６年（2014）１１月に施行しまし

た。これに伴い、地方公共団体は人口の将来展望と地方版総合戦略を策定することが求め

られました。 

 町の人口は、住民基本台帳による推移を見ると既に平成 25年（2013）をピークとして

減少に転じています。 

 また、人口動態においては、自然動態では、平成 24 年（2014）を境に死亡数が出生数

を上回り自然減の状態に転じるとともに、社会動態では、平成 23 年（2011）から転出超

過の傾向が見られ転入転出の数も減少しています。また、町の合計特殊出生率は 1.14（平

成 25 年）と国や県より低い水準にあります。これを受けて町では、国の総合戦略や基本

目標と連携し、住みよい環境を整備し、少子高齢化の進行や人口減少社会に歯止めをかけ

るために、まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定したところです。 

 

 

町は、大規模工場をはじめ町内に多く立地している企業が周辺地域から就業者を集めて

いることから、昼間人口が多くなっています。この昼間人口の夜間人口化を図ることで町

の人口を増やし、職住接近のライフスタイルを実現することで、通勤時間の短縮や移動に

伴う温室効果ガスの削減、交通渋滞の緩和、地域社会の担い手の確保などの効果が期待で

きます。 

また、未婚化・非婚化の進行、晩婚化・晩産化の傾向も人口減少の要因とされています。

地域の実情に見合った保育サービスや情報提供の充実など、今後は仕事と生活の調和を推

進するとともに効果的な少子化・子育て対策が必要となります。 

住みよい環境と活力ある町にしていくためには、良好な住環境を整備していくことが必

要不可欠です。また、町の魅力を発信するとともに空家の活用を促進させ移住者・定住者

の増加を図る必要があります。 

  

８） 少子化・人口減対策 

1 健康で安心して暮らせるまちづくり 

◆◇現状◇◆ 

◆◇課題◇◆ 

Ⅱ 安全安心で幸せに暮らせるまち 
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① 昼間人口の夜間人口化の研究【政策推進室】  

 昼夜間人口比率が県内トップという町の特性を活かし、職住接近のライフスタイル※を

実現することで町への定住化を促進するため、町内へ通勤者の現状を調査・研究し、定住

化に向けた施策を立案していきます。 

② 就労支援の充実【観光産業課/政策推進室】 

関係機関と連携して就労支援を充実させるとともに、住宅支援事業等により勤労者の生

活の安定を図ります、また、各種セミナー等の実施により、勤労意欲の向上を図り、住民

が安心して仕事に就くことができる環境を整え、定住意識を向上させます。 

③ 働きやすい環境の整備【道路交通課/政策推進室】  

 生産・流通拠点の周辺環境やアクセス道路の整備、公共交通の充実等、居住環境や通勤

環境の整備により、働きやすい環境にすることで、定住化や交流人口の増加を促進します。 

④ 住宅対策と定住促進【都市計画課/政策推進室】  

 土地区画整理により、良好な住環境の整備を進めるとともに、魅力ある住宅開発を民間

活力により推進します。また、町内の空家の状況について調査・研究し、その有効活用に

ついて、民間企業と連携し、定住促進による地域の活性化等につなげます。 

⑤ 子ども・子育て支援の充実【保健センター/こども支援課/政策推進室】重点プロジェクト 

 安心して結婚、妊娠、出産、育児ができるよう、切れ目のない支援を進めます。妊産婦

や乳幼児の健診、相談支援の充実や地域社会のなかで安心して子育てができるよう子育て

支援センター、ファミリーサポートセンター、ひとり親家庭の支援、児童相談事業等の充

実に取り組んでいきます。また、保育施設や保育サービスの充実を図り、町の特性を活か

した子育てがしやすい環境を整備することで、子育て世代の定住促進につなげます。 

⑥ 地方創生総合戦略の推進【政策推進室】 

まち・ひと・しごと創生法による国のまち・ひと・しごと創生総合戦略と連携し、国や

県の支援を受けつつ、子ども・子育て支援、雇用促進、定住促進、観光対策等町の創生を

戦略的に進めます。 

 

●関連計画 

 

●達成目標 

達成目標 
現状値 

（平成 26年度） 

平成 31年度 

目標値 

平成 35年度 

目標値 

人口 38,200 人 38,000 人 38,500 人 

 

※ライフスタイル：生活の様式、営み方 

 

 

 

計画名 計画期間 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成 27 年度～平成 31 年度 

今後の施策 


